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戦略的・効果的に道路交通政策を推進するには，道路交通状況の常時モニタリングが重要になる．

ETC2.0プローブ情報は，自動車交通の「質」に関する情報量が充実していることから，これまでは困難で

あった道路交通状況の詳細把握，道路交通施策への展開が期待されている．一方，人口流動統計は，携帯

電話基地局の運用データに基づく人々の移動実態を示す統計データであり，都市交通分野への利活用が期

待されている．先行研究では，これら24時間365日取得可能な常時観測データに着目し，道路交通流動の

総量把握による広域的道路交通状況モニタリング手法の構想を提案している．本稿は，その全体構想の一

部として，人口流動統計に由来する自動車OD生成を試行し，提案手法の可能性と課題を議論する． 
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1. はじめに 

 

戦略的・効果的な道路交通政策を推進するには，マク

ロ・ミクロの多角的観点からの道路交通流動の実態把握，

特に常時モニタリングが極めて重要である．ETC2.0プロ

ーブ情報は，その根幹を担う我が国の資産である． 

国土交通省の社会資本整備審議会道路分科会国土幹線

道路部会中間答申（平成27年7月30日）1)の「道路をより

賢く使う取組」では，円滑な走行を実現するための取組

として，①科学的な分析に基づく集中的な対策によるボ

トルネックの解消，②ETC2.0を活用した本格的な交通需

要マネジメントへの移行が示されている． 

ETC2.0プローブ情報は，基本的特性の詳細把握や分析

手法開発は途上であるものの，24時間365日取得可能な

常時観測データであること，走行経路や地点速度など自

動車交通の「質」に関する情報量が充実していることか

ら，これまでは困難であった道路交通状況の詳細把握，

道路交通施策への展開が期待されている． 

一方，都市交通分野における常時観測データの蓄積も

進んできており，携帯電話基地局の運用データに基づき

生成される人々の移動実態を示す人口流動統計は，都市

交通分野への利活用が期待されている．既存研究（例え

ば，今井ら2)，松島ら3)）では，人口流動統計とパーソン

トリップ調査データとの比較により，人口流動統計の

ODの「量」の妥当性が示されている． 

先行研究4)では，これら24時間365日取得可能な常時観

測データに着目し，道路交通流動の総量把握による広域

的道路交通状況モニタリング手法の構想を提案している

（図-1）．提案手法は，ETC2.0プローブ情報を主軸とし

て，人口流動統計，パーソントリップ調査（以下，

「PT調査」という．）データ，道路交通起終点調査5)

（以下，「センサスOD調査」という．）データおよび

主要断面における常時観測交通量を組み合わせることで，

交通流動の質（経路）と量（交通量）の両方を有するデ

ータを生成するものである． 

本稿では，その全体構想の一部として，人口流動統計

に由来する自動車OD生成（図-1中②）を試行し，提案

手法の可能性および課題を議論する． 

第 57 回土木計画学研究発表会・講演集18-05



 

 2

ETC2.0プローブ
情報

人口流動統計
中ゾーン間OD量

起終点判別

走行経路補完

OD毎の
自動車分担率の乗算

PT調査
自動車分担率

中ゾーン間
自動車OD量

センサスOD調査
平均乗車人数

中ゾーン間自動車
OD（経路付き）

拡大処理

道路交通流動の
総量

断面での補正 常時観測交通量
（主要断面）

質データ 量データ

台数換算

① ②

③

 
 

図-1 人口流動統計を活用したETC2.0プローブ情報による広域的道路交通状況モニタリング手法の全体フロー 

 

2. 人口流動統計による自動車OD生成手法 

 

ここでは，人口流動統計の概要を述べ，人口流動統計

による自動車OD生成手法（図-1中②）を論じる． 

 

(1) 人口流動統計の概要 

a) 人口流動統計のデータ概要 

人口流動統計は，1日もしくは時間帯（例：6時～9

時）に発生したトリップ数（OD量：人数ベース）を推

計したものである．基地局セルで信号が観測された場合，

その基地局セルの中心の位置座標を参照し，次に観測さ

れた信号の位置座標と比較して移動距離を算出する．移

動距離が所定の条件（例えば、1km以上）を満たした場

合に移動と判定し，移動中の携帯電話の台数を拡大した

上で集計することによりトリップ数が求められる． 

b) 人口流動統計の生成処理 

携帯電話網ではいつどこにいても着信できるように，

基地局の電波到達範囲（セル）毎に所在する携帯電話を

周期的に把握している．携帯電話が所在する基地局の位

置データなどを運用データと呼び，人口流動統計はこの

運用データに基づき，携帯電話利用者の個人情報および

プライバシーを保護する 3段階処理により生成される． 

3 段階処理は，運用データから統計の作成に不要な個

人識別性を除去する「非識別化処理」，エリア間を流動

する人口およびトリップを推計する「集計処理」，推計

された値のうち少ない人口およびトリップを除去する

「秘匿処理」から構成される． 

c) 人口流動統計の特長 

人口流動統計では，NTTドコモの携帯電話台数と住民

基本台帳人口6)との比を時間帯別に算出し，拡大係数と

して用いている．NTTドコモの携帯電話利用者数は約

7,500万（このうち，法人名義のデータなどを除いて推

計が行われる）と多いことから，他の統計データと比較

して拡大係数が小さく，人々の動きの全体像を高い精度

で把握できることが特長である．さらに，継続的に24時

間365日のデータ作成が可能であり，調査圏域外の居住

者も調査対象にできるため，従来の統計調査では捉えら

れていない移動実態を明らかにすることが期待される．

表-1は，人口流動統計の特徴をETC2.0プローブ情報の特

徴と併せて示している． 

 

(2) 自動車OD生成手法 

自動車OD生成手法は，人口流動統計（PT調査のゾー

ン体系に対応させたOD量）をインプットデータとして，

以下のような手順を提案する． 
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a) 自動車OD量（人ベース）の把握 

PT調査によるOD別の自動車分担率を人口流動統計に

乗じることで，人ベース自動車OD量を算出する． 

PT調査の分担率はPT調査では捕捉できない営業車両

等の自動車が含まれていないため，実際に走行する自動

車の分担率よりも低い傾向がある7)．人口流動統計に対

してPT調査の分担率を乗じた自動車OD量は，センサス

OD調査の自動車OD量に対して過少になる傾向があるこ

とから，補正が必要であると考えられる．補正の方法と

しては，PT調査では対象外としている営業車両等を加

味して自動車分担率に一律の値（たとえば，10％など）

を加えた換算係数を用いることが考えられる． 

b) 自動車OD量（台ベース）の把握 

人ベースの自動車OD量に平均乗車人数（センサスOD

調査に基づく）を乗じることで，台数を換算する．大型

車を考慮する場合，OD別の大型車割合および平均乗車

人数により，車種を区別して把握することが技術的に可

能である． 

 

表-1 人口流動統計とETC2.0プローブ情報の比較 

項目 人口流動統計 ETC2.0プローブ情報 

調査対象 

NTTドコモの携帯電話

約7,500万台（法人名

義は除く） 

ETC2.0車載器の搭載

車両 

調査日 365日いつでも 365日いつでも 

調査地域 日本全国 日本全国 

属性 
性別・年齢別・居住地

別 
不明 

時間解像度 時間単位 走行200m間隔を基本 

空間解像度 

基地局密度に依存（都

市部では中～小ゾーン

が目安） 
走行した道路 

移動の目的 一部推計可能※ 不明 

移動手段 一部推計可能※ 自動車（車種別） 

※推計手法の技術開発が行われている 

 

 

3. 人口流動統計による自動車OD生成の試行 

 

(1) 自動車OD生成の試行 

前述の自動車OD生成手法を近畿2府4県を対象に下記

のデータを用いて試行する．また，今回の試行に用いた

ゾーン体系は，第5回近畿圏パーソントリップ調査8)（以

下「近畿PT」という．）の中ゾーンである．なお，中

ゾーンレベルの人口流動統計のOD量（全手段）と近畿

PTのOD量（全手段）の整合性は極めて高いことは，既

往研究3)で示されている．近畿PTの中ゾーンを図-2に示

す． 

① 人口流動統計 

対象地域：近畿2府4県（福井県は含まない） 

時期：2015年10月13日（火）～10月15日（木）の3日

間平均 

※対象者は近畿外居住者も含む 

 

② PT調査データ（近畿PT） 

対象地域：近畿2府4県（福井県は含まない） 

時期：2015年（2010年秋期調査データの拡大母数を

2015年の住民基本台帳データに更新したもの） 

 

③ センサスODデータ 

対象地域：近畿2府4県（福井県は含まない） 

時期：2010年秋期 

※平均乗車人数は，近畿圏居住者全体の平均値

（1.37人/台）を採用 

 

 
図-2 近畿PTの中ゾーン（図中の数値は中ゾーンコード） 

 

(2) 自動車OD生成の結果とその考察 

人口流動統計由来の自動車ODを作成した結果，近畿

圏のOD総量は11,549（千トリップ／日）となった．表-2

に人口流動統計由来自動車ODのトリップ数ランキング，

図-3に人口流動統計による中ゾーン間自動車OD量，図-

4に参考として人口流動統計による中ゾーン間OD量（全

手段）を示す．これらから，OD分布の傾向として下記

のようなことがいえる． 

・ 兵庫県、滋賀県などの内々トリップが多い 
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・ 地域間流動（異なるゾーン間の流動）は郊外部で多

く、人口流動統計そのもの（全手段）と比較して中

心市街地への集中度合いが低い 

 

表-2 人口流動統計由来自動車ODのトリップ数ランキング 

No. ODペア ODペア名 
トリップ数 

（トリップ/日） 

1 661-661 尼崎市内  々 388,699 

2 911-911 和歌山市・海南市内  々 312,785 

3 112-112 草津市・守山市他内  々 276,202 

4 634-634 加古川市・高砂市他内  々 251,498 

5 811-811 奈良市内  々 228,417 

6 111-111 大津市内  々 159,006 

7 663-663 相生市他内  々 152,359 

8 123-123 彦根市他内  々 138,277 

9 421-421 枚方市・交野市内  々 128,143 

10 122-122 東近江市他内  々 125,800 

 

 

4. 人口流動統計による自動車 OD とセンサス OD

との比較検証 

 

生成した人口流動統計による自動車ODの妥当性を確

認するため，センサスODとの比較検証を実施する．営

業車両等の影響度合いを把握するため，センサスODの

全車種および乗用車のOD量を比較対象とする．OD量の

比較に際して，センサスのゾーン体系を近畿PTの中ゾ

ーンの体系で整理した． 

表-3に自動車ODの比較検証結果を示す．人口流動統

計による自動車ODの割合は，センサスOD（全車種）に

対して60.6％，センサスOD（乗用車）に対して85.0％で

ある．相関係数はそれぞれ0.974，0.978と，いずれも極

めて相関が高いといえる．人口流動統計による自動車

ODの，センサスOD（全車種）およびセンサスOD（乗

用車）との比較検証結果の散布図を図-5，図-6に示す． 

比較検証結果から，人口流動統計による自動車ODは，

センサスODと比較して総量は少ないものの，ODの分布

傾向は整合性が高いことがわかった．相関係数が極めて

高いことから，第2章で論じたPT調査の自動車分担率の

「一律」の補正の妥当性が認められる． 

PT調査の自動車分担率以外の人口流動統計による自

動車ODがセンサスODと比較して少ない要因として，平

均乗車人数が考えられる．ここでの試行では，平均乗車

人数を道路交通センサスの近畿圏居住者全体の平均値

（1.37人/台）を用いたものの，人口流動統計の対象年齢

15～74歳を考慮した場合はこれより低い値であると想定

される．また，PT調査の分担率は代表交通手段を用い

て算出されるため，自動車を含めて複数の交通手段を利

用した場合に人口流動統計による自動車ODがセンサス 

 
図-3 人口流動統計による中ゾーン間自動車OD量 

 

 

図-4 （参考）人口流動統計の中ゾーン間OD量（全手段） 

 

表-3 自動車ODとセンサスODの比較検証結果 

比較対象 OD総量 
（トリップ/日） 

総量の人口流動
統計の自動車
OD量の割合 

相関係数 

センサスOD 
（全車種） 

19,050,356 60.6％ 0.974 

センサスOD 
（乗用車） 

13,574,562 85.0％ 0.978 
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ODよりも少なく推計される要因となる． 

今後のキャリブレーションの方針として，①センサス

OD（乗用車）に対して人口流動統計による自動車ODの

整合性が高まるように「平均乗車人数を変化」させた上

で，②センサスOD（全車種）に対して人口流動統計に

よる自動車ODの整合性が高まるように「PT調査の自動

車分担率を変化」させることが考えられる．なお，②で

は，PT調査では把握できない営業車両等を加味，端末

交通手段の自動車利用を考慮，の2つの視点がある． 
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図-5 人口流動統計による自動車ODとセンサスOD（全車種）

の比較検証結果 
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図-6 人口流動統計による自動車ODとセンサスOD（乗用車）

の比較検証結果 

5. おわりに 

 

本研究は，人口流動統計を活用したETC2.0プローブ情

報による広域的道路交通状況モニタリング手法の全体構

想のうち，人口流動統計を用いた自動車ODの生成を試

行した． 

試行結果から，一定程度の妥当性が認められるOD分

布が得られること，自動車の平均乗車人数とPT調査の

自動車分担率の2つのパラメータを（一律に）調整する

ことでセンサスODとの整合性の高い自動車ODが生成で

きることがわかった． 

複数の対象日におけるキャリブレーションにより，パ

ラメータの設定（固定）ができれば，常時観測データで

ある人口流動統計の変動に合わせた自動車ODの変動が

把握できることになる．これを拡大母数として，常時観

測データのETC2.0プローブ情報を拡大することで，時々

刻々と変化する交通流動の全体像をきめ細かく把握（時

間的，空間的にシームレスに把握）することができる． 

次の研究段階として，本稿で試行した手法の深化とと

もに，人口流動統計による自動車ODを用いたETC2.0プ

ローブ情報の拡大および補正を試行し，実際の道路交通

状況分析に活用することで，提案手法（人口流動統計を

活用したETC2.0プローブ情報による広域的道路交通状況

モニタリング手法の全体構想）の有用性を検証する． 

今後もプロジェクトメンバで一丸となり，社会実装を

強く意識した研究開発を進める． 
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